
第１回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会　議事録
日時：平成25年11月14日（木）午後６時から午後８時 
場所：ドーンセンター４階　大会議室１　　　　　　　　　 
出席委員

嵐谷　安雄　　（一財）大阪府身体障害者福祉協会会長
有澤　知子　　大阪学院大学法学部教授
井上　誠一　　（一財）大阪府視覚障害者福祉協会会長

稲森　公嘉　　京都大学大学院法学研究科教授

大竹　浩司　　（社）大阪聴力障害者協会会長

小田　昇　　　関西鉄道協会専務理事

楠井　裕子　　大阪ガス株式会社リビング事業部
お客さま部サービス企画チームマネージャー

倉町　公之　　（社）大阪府精神障害者家族会連合会会長

坂本　ヒロ子　（社福）大阪手をつなぐ育成会理事長

柴原　浩嗣　　（一財）大阪府人権協会業務執行理事兼事務局長

関川　芳孝　　大阪府立大学大学院人間社会学研究科教授

辻川　圭乃　　弁護士

中尾　正俊　　（一社）大阪府医師会理事

中島　義晴　　パナソニック交野（株）代表取締役常務

南野　和人　　日本チェーンストア協会関西支部　事務局長

山上　時津子　（社福）大阪府社会福祉協議会 大阪後見支援センター所長

吉川　和夫　　学校法人大阪初芝学園　初芝立命館高等学校教諭

大阪私立学校人権教育研究会 障がい者問題研究委員会代表委員"
オブザーバー

関本　牧子
高槻市健康福祉部障がい福祉課課長代理
○事務局　
定刻になりましたので、ただ今から、第１回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会を開催させていただきます。委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところご出席を賜りまして誠にありがとうございます。それでは、開会に当たりまして、増井障がい福祉室長からごあいさつを申し上げます。

○事務局　
皆さま、こんばんは。大阪府障がい福祉室長の増井でございます。第１回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会の開会に当たりまして、一言、ごあいさつを申し上げます。

　委員の皆さま方におかれましては、日ごろから本府の障がい福祉行政にご協力を賜り厚く御礼を申し上げます。また、本部会の委員を快くお引き受けいただき、また、本日はご多忙の中、夜間の開催にもかかわりませず、ご出席を賜り感謝を申し上げるしだいでございます。

　障がい者差別の関係につきましては、障害者基本法の改正あるいは障害者総合支援法の整備、障害者差別解消法の制定が行われました。いわゆる国内法が整備された上で、国において、現在、障害者権利条約の批准について、１１月８日に衆議院外務委員会において、審議が始まったとおうかがいしております。また、先ほど申しました本来６月に成立いたしました障害者差別解消法につきましても、今後、平成２８年４月の施行に向けて準備が行われているなど、差別のない社会の構築に向けて大きく前進をしているところでございます。

　大阪府といたしましても、障がい者差別の禁止あるいは合理的配慮の追求について、昨年３月に策定させていただきました第４次大阪府障がい者計画において、基本原則の一つと位置付けまして取り組んできております。差別事案の多くが、障がいあるいは障がい者についての理解不足や偏見等により生じるとされていることから、大阪府民の理解をさらに深めていく必要があると考えております。

　また、このような国等の動き、動向を踏まえて、一層、差別解消に向けた実効的な取組みを進めていく必要があると考えております。このため、大阪府としても、何が差別に当たるのかを、分かりやすく大阪府民に知らせるガイドラインの策定や、障がい者からの相談、紛争の防止、解決に至る体制整備などによりまして、実効性のある施策を講じていきたいと考えております。そのような施策の検討に当たりましては、今回お集まりいただいております障がい当事者の方々をはじめ、社会保障、権利擁護、人権等の各分野の学識経験者の先生方、また日々、障がい者の相談等、支援に取り組んでおられる方、あるいは、障がい者の日常生活、社会生活に深くかかわるさまざまな分野、業種の皆さま方から、幅広い意見をお聞きすることが不可欠と考えております。そうしたことから、今回、大阪府障がい者施策推進協議会の下に、この差別解消部会を設置させていただいたところでございます。

　皆さま方には、大変難しい問題をご検討いただくことをお願いすることになりますけれども、どうぞよろしくお願い申しあげます。障がい者が地域で生き生きと生活できる社会、障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら、共生する社会の実現を目指していく上で、本部会でのご議論が政策の礎となる重要なものだと考えております。

　本日は限られた時間でございますが、委員各位におかれましては、忌憚（きたん）のないご意見をいただけるよう、また今後とも十分にご議論をいただけますようお願い申しあげまして、簡単でございますけれども、ごあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局

　続きまして、本日ご出席の委員の皆さまを司会からご紹介させていただきます。なお、この差別解消部会の委員でございますが、１０月３０日に開催しました第３４回障がい者施策推進協議会におきまして、大阪府障がい者施策推進協議会条例第６条第２項の規定により、協議会の会長から指名があり、この指名に基づきまして皆さまに委員就任を依頼させていただいております。

　まず、大阪府身体障害者福祉協会会長、嵐谷委員でございます。

　京都大学大学院法学研究科教授、稲森委員でございます。

　大阪府視覚障害者福祉協会会長、井上委員でございます。

　大阪障害者自立支援協会相談室長、江口委員でございます。

　大阪聴力障害者協会会長、大竹委員でございます。

　関西鉄道協会専務理事、小田委員でございます。

　大阪ガス株式会社リビング事業部お客さま部サービス企画チームマネージャー、楠井委員でございます。

　大阪府精神障害者家族会連合会会長、倉町委員でございます。

　大阪手をつなぐ育成会理事長、坂本委員でございます。

　大阪府人権協会業務執行理事兼事務局長、柴原委員でございます。

　大阪府立大学大学院人間社会学研究科教授、関川委員でございます。

　弁護士の辻川委員でございます。

　パナソニック交野株式会社代表取締役常務、中島委員でございます。

　日本チェーンストア協会関西支部事務局長、南野委員でございます。

　大阪府社会福祉協議会大阪後見支援センター所長、山上委員でございます。

　学校法人大阪初芝学園初芝立命館高等学校教諭、大阪私立学校人権教育研究会　障がい者問題研究委員会代表委員、吉川委員でございます。

　また本日、高槻市健康福祉部障がい福祉課の関本課長代理にオブザーバーとして参加いただいております。

　なお、有澤委員と中尾委員におかれましては、このあと遅れて到着の予定です。

　また、楠委員と西山委員は、本日ご欠席と連絡をいただいております。

　なお、現在の委員ですが、「次第」の裏面、点字版では「次第」の３ページ以降のとおり、２０名でございます。本日ただ今、過半数である１６人の委員にご出席をいただいております。

　続きまして事務局ですが、障がい福祉室をはじめ、関係課が出席をしておりますので、よろしくお願いいたします。

　次にお配りしている資料の確認をさせていただきます。

　資料１といたしまして、大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会運営要領（案）。

　資料２といたしまして、障害者差別解消法の制定に至る国の動き及び大阪府の取組み。

　資料３といたしまして、障害者差別解消法の解説。

　資料４といたしまして、「ガイドライン」の検討の進め方等についてでございます。

　また、各委員の机上に、「次第」に記載しております（参考資料）としまして、

　・大阪府障害者施策推進協議会条例

　・大阪府障害者施策推進協議会要綱

　・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の条文

　・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律案に対する附帯決議

　・『障害者差別解消法が制定されました』という内閣府リーフレットの原稿

　・大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例について

　の６点をファイルに綴じて置かせていただいておりますので、議論の際に適宜ご参照いただければと思います。資料の不足等がございましたら、事務局までお知らせ願います。　　

また、本日、委嘱状を机の上に置かせていただいておりますので、よろしくお願いいたします。

　なお、大阪府においては、会議の公開に関する指針を定めており、本指針に基づき本会議も原則として公開としております。また配付資料とともに、委員の皆さまの発言内容をそのまま議事録として、大阪府のホームページで公開する予定にしております。ただし、委員名は記載いたしません。あらかじめご了解いただきますようお願い申しあげます。

　次に、本部会の部会長についてでございますが、１０月３０日開催の推進協議会におきまして、大阪府障害者施策推進協議会条例第６条第３項の規定により、協議会の会長から指名がございましたので、関川委員にお願いしたいと存じます。

　それでは以降の議事進行につきましては、関川部会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

○関川部会長
　大阪府立大学の関川でございます。差別解消部会の進行係を務めさせていただこうと思っておりますので、皆さま方のご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

　それでは、早速でございますが、議事に従って進めさせていただこうと思います。初めに本日の議題でございますが、「次第」にもありますように、４つ掲げております。

　１つ目は、大阪府障害者施策推進協議会差別解消部会運営要領（案）について、お伺いするということでございます。

　２つ目は、障害者差別解消法の制定を踏まえた大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みについて、でございます。

　３つ目は、「ガイドライン」の検討の進め方等について。

　４つ目が、相談、紛争の防止・解決の体制のあり方について、でございます。

　今日の部会では、この３と４を中心に時間を取って、皆さま方の意見をちょうだいしたいと考えておりますので、進行のご協力をよろしくお願いいたします。

　早速でございますが、事務局から「１．大阪府障害者施策推進協議会差別解消部会運営要領（案）について」ご説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○事務局

　事務局の障がい福祉企画課でございます。それでは、私から１つ目の議題「大阪府障害者施策推進協議会差別解消部会運営要領（案）について」ご説明させていただきます。資料１をご覧いただけますでしょうか。

　こちらについては、この差別解消部会の運営をどのようにやっていくかを取り決めるものでございます。内容については、組織や会議の公開、会議をどのようにするのか、そのようなことが書いてございます。

　組織の部分については、部会の委員は２０名以内とする。

　会議の公開については、原則公開とする。

　会議の開催については、２分の１以上の出席がなければ、会議を開くことができないということ。

　点字版では２ページから３ページにかけてですが、部会委員以外の意見聴取もできることになってございます。

　このようなところで、部会の運営要領を定めようということでございますので、ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○関川部会長
　ありがとうございます。運営要領については、そこに示されている１条から５条までのとおり、進めてまいりたいと思いますがいかがでしょうか。もし、ご質問、ご意見がございましたら、挙手をして発言いただきたいと思います。よろしいでしょうか。

　それでは、当部会の運営要領については、この原案どおり進めさせていただきます。この附則ですが、日付けは何日が入るのですか。

○事務局

　本日付になります。

○関川部会長
　本日付でよろしいですね。

○事務局

　はい。１１月１４日、この会議で決定したこととさせていただきます。

○関川部会長
　はい。それでは本案のとおり、大阪府障害者施策推進協議会差別解消部会運営要領を承認したことにしたいと思います。

　それでは早速、次の議題でございます。

　議題２．「障害者差別解消法の制定を踏まえた大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みについて」でございます。事務局よりご説明いただければと思います。よろしくお願いします。

○事務局

　それでは議題２について、資料２に基づいてご説明させていただきます。この資料２については、障害者差別解消法はこの６月に可決成立したところなのですが、これに至る国の動きと大阪府の取組みを、ご報告させていただきます。まず「国の動き」でございます。

　まず、（１）障害者の権利に関する条約、障害者権利条約と呼んでおりますが、平成１８年に国連総会で採択されました。内容については、障がいの捉え方として「社会モデル」の考えを導入したことと、差別について、「合理的配慮の否定」は差別であるということが明示されたところでございます。

　このようなことを受けまして、国で障害者基本法の改正がなされまして、資料では２ページ、点字版は５ページ中ほどになります。平成２３年に行われた改正の主な内容としましては、「２）障がい者の定義の見直し」というところ、点字版では７ページ上にございます。その次に、「３）差別の禁止」がありまして、ここで差別してはならないという規定と、合理的な配慮がなされなければならないことが規定されたところでございます。

　このような国の動きを受けまして、大阪府ではどのような取組みをしたのかということで、資料３ページ、点字版１１ページ中ほどでございます。大阪府では、第４次大阪府障がい者計画を平成２４年３月に策定しておりまして、１０年計画を進めているのですが、その中で基本理念と、「障がい者差別の禁止・合理的配慮の追求」をはじめとする５つの基本原則を掲げているところです。このような１０年計画に基づいて、府の取組みを進めているところでございます。

　このような取組みを踏まえて、次の４ページ、点字版１５ページでございますが、昨年度、障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例の募集をいたしました。これについては大阪府民の合理的配慮の実践を図ることを目的に実施したもので、この４月に、募集の結果を取りまとめて公表しているところでございます。

　内容についてですが、次の５ページ、点字版１６ページ以降に、【概要版】の資料を付けてございます。障がい者の方が現に受けておられたり、「あったらいいな」と思う配慮や工夫の事例を広く集めまして、この中の「募集の概要」のところですが、企業や事業者、障がい者当事者の方を含めて５００件近くの応募をいただきました。

　資料の中ほど、点字版では１８ページですが、募集結果を分析しましたところ、公共交通機関・公共的施設、買い物・サービス、医療、教育、雇用、情報・コミュニケーションといった様々な分野ごとに、障がい者の方が、現に今、受けておられる配慮や、「あったらいいな」と思う配慮や工夫を取りまとめております。

　最後にまとめということで、資料の下の方、点字版では２３ページにございます。「合理的配慮」は非常にわかりにくいですが、その実践につなげていくためには、配慮や工夫として求められる内容を分かりやすい形で示していくことが非常に重要である、ということ。

また、府民の方一人ひとりが身近な配慮や工夫に取り組むことで、合理的配慮の実践が広まって、共生社会の実現に向けて着実に歩みを進めていけるよう、府民の理解、協力が重要、としております。

　
続きまして、資料６ページ、点字版２６ページでございます。こちらについては、この６月に成立した障害者差別解消法の概要を説明する資料でございます。
上段、障害者基本法第４条で、障がいを理由とする差別をしてはならないということ、社会的障壁の除去を怠ることは差別になることを規定してございます。これらの規定は、理念的な一般規定で、これらを具体化するために、この障害者差別解消法が出来たところでございます。

　内容につきましては、資料の中ほど、点字版では２７ページ下に書いてございます。何が書いてあるのかといいますと、「差別を解消するための措置」と「差別を解消するための支援措置」の２つに大きく分かれております。

　まず、「Ⅰ．差別を解消するための措置」で、差別的取扱いの禁止につきましては、行政と民間事業者に法的義務が課せられるとなってございます。点字版では２８ページ上ですが、ただし、合理的配慮の不提供の禁止については、行政には法的義務が課せられているところですが、民間事業者については努力義務となっております。
ただ、法律の条文では、何が差別か、何が合理的配慮の不提供かについて、具体的な内容は書いておりませんので、具体的な内容としまして、政府全体としての基本方針を策定するとなってございます。

　点字版では２８ページの中ほどでございます。基本方針につきましては本年度（平成25年度）中に出る予定と聞いております。その下ですが、事業者に対して、それぞれの事業分野について、所管する大臣がガイドラインを策定することになっております。これにつきましては平成２６年度中に策定する予定と聞いております。これらと併せ、国と地方公共団体では、それぞれが、差別解消の推進の取組みに関する要領を策定することになっています。

　実効性の確保については、それぞれの大臣によって、差別をしているとなれば、民間事業者に対して報告を徴収したり、それに基づいて助言をしたりする、場合によっては勧告をすることとなっております。

　続きまして、「Ⅱ．差別を解消するための支援措置」です。点字版では２９ページになります。ここでは、紛争解決・相談の体制整備を図るということで、既存の相談、解決の手段の制度を活用・充実するとなっております。

　その下、地域における連携で、ここで新しい用語が入ってきます。障害者差別解消支援地域協議会を作ることができるので、これにより関係機関の連携を図っていくということでございます。以下、普及・啓発活動の実施、情報収集を行って整理及び提供をしていくとなっております。

　この障害者差別解消法は、この６月に成立したのですが、３年後の平成２８年４月１日施行するということで、これに向かって必要な体制整備をしていくとなってございます。

　
こういった背景を踏まえまして、大阪府としてどのような取組みを進めていくのかということの説明が、次の７ページ以降、点字版３０ページから、でございます。
まず、大阪府の取組み方針ですが、法律ができたことと、国から「基本方針」「対応指針」を示されることを踏まえつつ、大阪府において差別事例の多くが、障がい、障がい者についての無理解、偏見によって生じていることを踏まえまして、何が差別に当たるのかを分かりやすく示す共通の「物差し」となるガイドラインを策定することにしたいと思っております。このようなガイドラインを使って啓発を図っていくことで、大阪府民の障がい者理解を促進して、差別の解消につなげていこうと考えております。

　また、差別解消法では、国及び地方公共団体は、相談や差別に関する紛争の防止、解決を図ることができるよう体制整備を図るものとされておりますので、大阪府としても体制整備のあり方を検討していきたいと考えております。

　では、具体的にどのようなことをするのかですが、【２】のところ、点字版では３２ページです。まず、ガイドラインの策定についてですが、これについては、先行して条例をつくっている自治体もあり、それらも参照しながら、大阪府としても差別の事例の収集を行いまして、国から示される基本方針等々を参考に、ガイドラインの内容、構成、取扱い範囲を議論しながら取りまとめていきたいと思っております。

　この＜差別事例の収集＞（点字版３３ページ）については、点字版では33ページにありますように、現在、障がい者団体のご協力をいただきながら団体に対しての募集と、ホームページによる一般公募を実施しております。併せて、行政機関でもいろいろな窓口がございますので、相談事例を調べるといった、３つの方法によって事例の収集を行おうと考えております。

　では、次に体制整備についてはどうかということで、８ページ、点字版３３ページでございます。これについては大阪府としての体制整備のあり方を議論する、法律では障害者差別解消支援地域協議会を設けることができるとなっておりますので、協議会のあり方の議論を含めまして、取りまとめていきたいと考えてございます。

　【３】の今後のスケジュール、点字版では３４ページから３５ページでございます。まず、この差別解消部会、本日１１月１４日に始めまして、本日は検討の進め方等々を議論していただきたいと思っております。この部会については今年度内に３回させていただこうと思っておりまして、１月中下旬に第２回、ここでは差別事例の具体的な検討をしていただきたいと考えております。３月上旬に第３回差別解消部会で、検討状況について取りまとめを行いたいと思っております。３月下旬になると思われますが、第３５回大阪府障がい者施策推進協議会、この差別解消部会の親会に当たりますが、そちらで検討状況の報告をさせていただきたいと考えております。

　一定、年度内に検討状況について取りまとめをさせていただきまして、平成２６年度以降、引き続いてガイドラインと体制整備のあり方について、検討をしていきたいと考えてございます。

　あと、９ページ以降ですが、こちらについては、現在、差別事例を募集しておりますので、どのような方法で募集しているのか、応募要領や応募用紙を付けております。ご参考にご覧いただければと考えております。

　私からは以上でございます。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。それでは、ただ今の事務局からの説明に対し、委員の皆さま方からのご意見、ご質問をちょうだいしたいと思いますが、いかがでしょうか。どうぞ。

○委員
　内容とは別でございますが、障がい者の「がい」という字が、漢字の場合と平仮名とあります。こういう使い分けは今後どのようにしていけば、よろしいのでしょうか。

○関川部会長
　はい、よろしくお願いいたします。

○事務局

　事務局です。障がいの「がい」の漢字の表記とひらがなの表記が混じっております。これにつきましては、国でも、障害の「害」という漢字がマイナスのイメージを持つものであるということで、この文字の取扱いについてどうすればよいのかという議論があります。

　大阪府でも議論し、そういったマイナスのイメージがあるのであれば、漢字の「害」をひらがな表記にしていこう、としております
ただ、ここについては国での議論もありまして、漢字にするか、ひらがなにするか、表記に関わらず、障がいや障がい者に対する理解がきっちり浸透するようにすればよいのではないかといった議論がなされておりまして、国でも漢字を使うのかひらがなにするのか、もしくは「障害」という言葉自体を何かほかの言葉で言い表すのか、そういったことについては、結論は出ておりません。

大阪府としましては、「害」の漢字はひらがなで統一させていただきたいということで、ひらがな表記でさせていただいております。ただし、法律で定められた表記、例えば、法律名で「障害者差別解消法」については漢字を使わせていただいているということで、漢字を使っている「障害」は法律等で決められた表記であるということです。

　それ以外、法律に縛られない表記では、大阪府ではひらがなにさせていただいているという整理をしているところでございます。少し説明が長くなって申しわけございません。　

○関川部会長
　はい。ありがとうございました。そのほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。

　本部会、何が差別かということについて、非常に幅広い考え方がございますけれども、当面はこの差別解消法施行の準備に向けて、大阪府として取り組むべきことを前提にこの部会を進めてまいりたいと思っております。
特に、ポイントはこのあと提案させていただきますガイドライン。何が差別かということの議論をどのように進めていくのかということと、もう１つは、相談、紛争の防止・解決の体制。この２つを、法律施行を前提にしながら、施行日までに一定の考え方を明らかにしていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、本題に入りたいと思います。議題３「ガイドライン」の検討の進め方等について、お話しいただければと思います。事務局、よろしくお願いいたします。

○事務局

　それでは、事務局から説明させていただきます。議題３「ガイドライン」の検討の進め方等について、でございます。
議題３の資料説明についてですが、ここでは資料３の障害者差別解消法の解説の資料と、資料４の「ガイドライン」の検討の進め方等について、一括して説明させていただきます。

　それでは資料３をご覧いただけますでしょうか。障害者差別解消法の解説③（第７条・第８条）です。冒頭から説明させていただきます。ここでは差別の禁止ということで、対象となるのは行政機関と事業者です。これについては先ほど、法律の概要でご説明させていただいたように、行政機関は不当な差別的取扱いと社会的障壁の除去について、必要かつ合理的な配慮をしなければならないということで法的義務が課されております。事業者については、不当な差別的取扱いはしてはならないということは法的義務ですが、合理的配慮については努力義務になっております。

　続いてその下、この法律でいうところの定義です。行政機関等、事業者、社会的障壁の定義の説明です。点字版では３ページから４ページに渡ります。ここでの行政機関等は、国の機関や独立行政法人、地方公共団体、地方においての独立行政法人が対象となっています。
事業者については、商業その他の事業を行う者となってございます。少しわかりにくいのですが、地方公営企業や公営企業型の地方独立行政法人は、事業者として取り扱われるというところでございます。

　あと、社会的障壁とはどういうことかといいますと、障がいがある者にとって、日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものとなっております。

　その下の留意事項、点字版４ページの下では、事業者でない一般私人の行為や個人の思想・言論は、障害者差別解消法の対象外とし、啓発活動を通じて対応することになっております。雇用分野については、別の法律で障害者雇用促進法がございまして、そこによって具体的な措置を規定することになってございます。このようなところが留意事項として掲げられております。

　
次のページ、点字版では６ページ以降ですが、第７条・第８条の説明の続きでございます。ここでは不当な差別的取扱いと合理的配慮の説明がなされております。不当な差別的取扱いについては、実際の場面において不当な差別的取扱いに該当するかどうかは、状況に応じて個別に判断されることになるということでございます。ただ、正当な理由が存在する場合については、不当な差別的取扱いには該当しないとなってございます。

　その下、点字版では７ページ、合理的配慮についてでございます。こちらについては社会的障壁を取り除くということですが、個々の障がい者に対して社会的障壁の除去を必要とする旨の意思表明があった場合において、講じられるべき措置であるとなってございます。具体的な例としては、乗り物への乗車に当たって手助けや、筆談・読上げ等コミュニケーション手段により対応するとか、段差解消のための渡し板の提供等が考えられるところでございます。

　その下になお書き、点字版では８ページがございます。合理的配慮の実施に伴う負担が過重である場合については、障害者差別解消法に基づく義務は生じないとなっております。

　その下、違反に対する対応、点字版８ページ下、でございます。関係する分野の主務大臣は、事業者に対して、特に必要がある場合は、報告の徴収、助言・指導、勧告を行うことが可能となってございます。これらの違反に対する対応ですが、報告徴収に対して報告をしない、又は虚偽の報告を行った場合には過料が課せられるところでございます。

　ただ、その下、点字版では９ページ下から１０ページにありますように、差別解消法に違反する行為、差別や合理的配慮の不提供、このような行為自体についての罰則が存在するものではないということでございます。また、私法上の効果については、民法等の一般規定に従って、個々の事案に応じて判断されることになるということで、ここは最終的には裁判所に委ねられるところでございます。

　
続きまして、解説⑤（第17条～第20条）です。点字版では１５ページから１６ページです。障害者差別解消支援地域協議会をつくることができるとなってございます。この協議会は、国と地方公共団体の機関が集まってネットワークを組もうということでございます。どのようなことを目的とするのかですが、いわゆる「制度の谷間」や関係機関同士で「たらいまわし」がおきないように、体制の構築、ネットワークを組むというところで、相談・紛争解決の機能向上を図るため、となってございます。ただし、法律上、協議会の設置は地方公共団体の判断であり、必置とはされていないとなってございます。

　その下、組織・運営のイメージでございますが、これはイメージ図で、国の機関であったり、地方公共団体の機関であったり、ＮＰＯ法人であったり、学識経験者や事業者の方が入られる、そういう構成メンバーのイメージが書いてございます。

　続いて次のページ、点字版では１１ページから１３ページをおめくりいただけますでしょうか。解説⑤（第14条～第16条）です。相談及び紛争等のための体制の整備については、国と地方公共団体は必要な体制の整理を図ると書いてございます。ここで体制の整備ですが、法律では既存の相談窓口等の活用、充実をすることを念頭においてございます。例では、福祉事務所であったり、保健所、教育委員会、地方法務局であったり、ハローワークなど、障がいの関係であれば、障害者権利擁護センター、市町村の障害者虐待防止センターが、相談窓口等として挙げられております。

　あと、啓発活動をやっていくことと、必要な情報の収集、整理及び提供するといったところが、法律の内容になっております。

　続きまして、資料４でございます。このような法律の内容に照らし合わせて、「ガイドライン」の検討の進め方をどのようにすればよいのかということでございます。

　まず、１．検討の進め方（総論）です。現在、大阪府では、差別事例の募集をしておりまして、事務局において集まった事例を分野ごとに整理し、また、それらを、①「不当な差別的取扱い」と思われる事例、②「合理的配慮の不提供」と思われる事例、それ以外の③その他、に分類しようと思っております。

　まず、不当な差別的取扱いでございます。ここは、どういう理由で不当な差別的取扱いに該当するのかということ、逆に、どういう理由があるからそれが正当化されるのかという議論がなされるものと整理しております。

　続いて、②合理的配慮の不提供についても、①と同様に、どのような理由で合理的配慮の不提供になるのか、また、どのような場合に不提供が差別とならないかという議論がなされるものと考えております。ただし、合理的配慮については、配慮が必要とされる障がい者の方の状況や、逆に、配慮が求められる事業者側の事業規模や人員の体制、費用負担の面により変わる非常に個別性が高いものと考えられるということでありまして、ここは合理的配慮が何かということを明らかにするよりも、事例を参照しながら望ましい取組み例について議論をしていただこうと考えております。このようなところを、総論として整理させていただいております。

　続きまして、２．ガイドラインの検討の対象とする「分野」はどのようなことかということでございます。点字版では３ページ以降でございます。ここにつきましては、先行して、条例を制定している他の自治体の取組みなどを参考に、８分野が考えられると思っております。８分野を順番にご紹介させていただきますと、①公共交通機関、公共的施設・サービス等、②情報・コミュニケーション、③福祉サービス、④商品・サービス。ここは小売等々、さまざまなサービス提供というところです。⑤住宅・不動産、⑥医療、⑦教育、　⑧雇用、こういった８分野が考えられると思っております。ただ、広く差別事例を募集しておりますので、８分野に限ったものではなくて、それ以外で、⑨その他という分野も考えられるものと思っております。

　次に、３．検討を進めるに当たっての認識（案）です。点字版では４ページの下から、順番に記載しております。

　まず、（１）基本的な考え方としまして、「障がい」「差別」「合理的配慮」等の概念についてですが、既にこの障害者差別解消法をつくる際の審議の過程や、この法律をつくるために国の差別禁止部会で２年間かけての検討があり、国の部会による意見書の中で大体の考え方が整理されていますので、この部会においては一から議論をしないで、一定、整備をされているのではないかと思っております。

　具体的には下のほうで５つほど論点を整理させていただいております。

　まず、（２）「障がい」「障がい者」の捉え方、点字版では５ページです。まず、障がい者の定義について、障害者基本法や差別解消法の定義で、かなり幅広に定義されておりますので、このようなところによると考えております。ただ、その下の○で、障がいを理由として、障がい者ご本人だけではなくて、家族も含めた関係者に対して、異なる差別的な取扱いをした場合はどうするのかというところですが、不当な差別的取扱いに該当し得るという前提で検討することが考えられるものと整理させていただいております。

　続きまして、（３）差別的取扱いに関する正当化事由で、次のページ、点字版では６ページ以降でございます。まず、不当な差別的取扱いをすることについて、正当な理由が存在する場合について、どう考えるかということです。国で２年間かけて検討された差別禁止部会の意見書について、客観的に見て正当な目的の下でなされたものであって、その取扱いがやむを得ないと考えられる場合については、不当な差別的な取扱いには該当しないということが妥当ではないか、と整理されております。

　ただ、「客観的に見て」ですが、その判断は差別をした側、相手方の主観的な判断に委ねるものではないというところで、客観的な事実によって裏付けられるということと、それを第三者の誰が見ても納得を得られる客観性を備えたものでなければならないといったところがあります。このような前提に立つということで整理させていただいております。

　その下、（４）合理的配慮の不提供に関する正当化事由、点字版では７ページについてでございます。合理的配慮の実施に伴う負担が過重である場合については、どのように考えるのかということです。これにつきましても、差別禁止部会意見書においては、相手側、差別をしたとする側について、合理的配慮の不提供をした事業所側に無制限に負担を求めるものではないと整理しております。ここでは、均衡を失した又は過度の負担が生じる場合には合理的配慮の提供は義務付けられないと整理させていただいております。ただ、過度の負担の判断については、経済的・財政的なコストのほかに、業務の遂行、いわば事業がきちんと遂行できるかということに及ぼす影響を考慮する必要があると、整理しております。

　その下の障がい者等からの意思表明がない場合について、点字版では８ページ下ですが、これはどうかということです。合理的配慮を実施する義務は生じないという前提で整理させていただいております。その理由としまして、内閣府の整理したＱ＆Ａでありますが、配慮を求められる相手側がどのような配慮を必要としているのか、よく分からない場合については、具体的にその配慮を義務付けることは難しいのではないかという理由で、義務は生じないと整理されております。ただ、その下の２行で、障がい当事者の方から意思の表明がない場合にも、法的な義務は発生しないということではあるのですが、行政機関や事業者が自主的に適切な配慮を行うことは、障害者差別解消法の趣旨に照らして望ましいとなっております。そのような前提で検討するということで、整理をさせていただいております。

　続きまして、その下の（５）私人の行為等、点字版では１０ページですが、これについてはどうなのかということです。障がい者の方への誹謗中傷等、ネット上での書込み等について、どう考えるのかということです。これについては一般私人の行為や個人の思想に関することであるので、差別解消部会では、検討の対象外とすることが考えられるのではないかと整理しております。ここにつきましては、国の障害者差別禁止部会でも議論がなされておりまして、個人の自由な意思に委ねられるということで、私的な領域については、法律で差別とすることは妥当ではないと整理されておりますし、この部会でも対象外とすると考えられると整理させていただいております。ただ、こうした一般私人の行為について、「ガイドライン」の検討とは別にきちんと啓発をするということで、われわれ行政としては考えているところでございます。

　最後でございます。資料の３ページ、点字版では１１ページの中ほどですが、（６）虐待等についてはどのように考えるのかということです。障がい者に対する虐待やいじめ、あと配偶者間の暴力であるドメスティックバイオレンス（ＤＶ）と児童虐待については、どのように考えるのかということです。国から基本方針や対応方針が示されますので、今後、それを鑑みる必要があるのですが、まずは、大阪府のガイドラインの検討に当たっては、当面は論点をしぼって考えるということで、他の法令で対応がなされている分野については、ここでは対象外とすることが考えられるのではないかと整理させていただいているところでございます。

　なお、障害者虐待防止法の虐待については、余談ではありますが、先の新聞報道で、厚生労働省から全国での件数が公表されております。支援者、擁護者、家庭内での虐待が全国で１５００件を超えるということで、この中で大阪が一番多く、東京の倍であったという報道もなされていました。数が多いことは深く受け止めなければならないのですが、数が多いということは、虐待を見かけたらすぐに通報するという広報の周知と相談を受付ける対応の窓口が整備されていて、きちんと対応がなされている取組みがあると考えられるところですので、必ずしも数が多いからといって悪いものではないと、われわれ大阪府は考えているというところで、ご報告させていただきます。

　そのようなこともありまして、虐待、いじめ、ＤＶ、児童虐待といった個別法の対応については対象外とするということで、整理させていただいております。
事務局からは以上でございます。

○関川部会長
　ありがとうございます。差別解消法の解説では、何が不当な差別的取扱いに当たるのかという、法律の考え方ならびに相談体制、あるいは差別解消地域支援協議会までお話しいただきました。ここでは第３のガイドラインの検討の進め方を中心に、皆さまからご議論をいただこうと考えております。

　ただ今の事務局からの説明等について、何かご質問、ご意見はございませんでしょうか。いかがでしょうか。どうぞ。

○委員
　８分野が考えられるというところの中の①ですが、公共交通機関の中には、航空の飛行機、船舶のフェリーが含まれるかどうか。いかがでしょうか。

○事務局

　事務局でございます。ここの交通公共機関のところは、航空機や船舶を対象としないということではありません。今現在、大阪府で差別事例を募集しておりますので、事例があれば、ご議論いただくものであると思っており、我々としまして、特に排除しているわけではございません。

○関川部会長
　ありがとうございます。そのほかはいかがでしょうか。どうぞ。

○委員
　今の分野のことで８分野ということですが、差別解消法ができる前に、日弁連では差別禁止法の要綱案などを出しております。その中で、各論としては、この８分野のほかに司法手続きの利用、司法アクセス権についても重要な分野だととらえておりますので、その他の分野に当たるのかもしれないですが、その部分についても対象にしていただきたいと思います。

○関川部会長
　裁判所などの国機関による不利益取扱いは、ここで議論をするのでしょうか。それとも、ここにありますように、あくまでも事業者による差別的取扱い、あるいは合理的配慮に限定するのでしょうか。

○事務局

　事務局でございます。先ほど、ご質問がありましたガイドラインにおいて検討する分野で、司法が対象かどうかでございますが、われわれとしては、分野については大阪府の所掌する権限の範囲を想定しておりまして、８分野を掲げておるのですが、必ずしもこれに限定するものではございません。

　先ほど、司法、警察等々、国や地方公共団体の機関の取扱いはというところですが、資料２の障害者差別解消法の概要を１枚にまとめた資料の中ほどに、国や地方公共団体がそれぞれの機関においての取組みに関する要領、いわゆる「対応要領」を定めるとなっており、これに基づいて各機関が適切に対応するとされております。今後、対応要領の策定を行政として検討を進めていかないといけませんので、そのような中で検討を進めていくのではないかと考えております。ですから、具体的に分野を今の時点で限定するものではないとご理解いただければと思います。

○関川部会長
　そうしますと、その部分はこの部会で議論していただいてもよろしいのですね。

○事務局

　すみません。今の説明を少し補足させていただきます。基本的に申し上げたとおりで、大阪府の施策の範囲で、先ほど８分野を挙げたと。そこは、この８分野に限定するものではないことがまず１点です。
その上で、国や地方公共団体等の機関の取扱い、それぞれの機関における対応をどのように適正なものにしていくかについて、今、説明がありました対応要領をそれぞれの機関が作っていかなければいけないので、これも今回議題としてお示ししているガイドラインとは別に、各機関が対応要領を作っていかなければいけないということです。これは別にまたの機会に検討を進めていかないといけない、これはむしろ行政側の要領ということで作っていかなければならないと思っています。

　今、委員からありました司法手続き、まさに裁判所の手続きなどは大阪府の権限といいますか、むしろ国とか、いわゆる行政とは別の分野になってきますので、この部会でご議論をいただくよりは、国の議論であるとか、それぞれの裁判所、司法機関の検討を見ていかざるを得ないのではないかと思っております。補足で説明をさせていただきました。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。どうぞ。

○委員
　すみません。今のように、例えば、行政機関のことは別に対応要領を定めると言ってくださっているのですけれど、例えば、コミュニケーションなどの事例を集めるときに、行政機関の対応とか、いろいろ出てくると思うのですね。それは自由に書いていただいて、その中から行政にかかわることは別になるということですか。それとも、コミュニケーションの部分に入るということなのでしょうか。

○関川部会長
　はい、いかがでしょうか。

○事務局

　今、委員からありました、まさに事例募集を今やらせていただいていますので、挙がってきた事例は、例えば、コミュニケーションの分野に関していえば、行政機関におけるコミュニケーションの対応の問題ももちろんあると思います。いわゆる事業者における対応という話と、両方、出てくるのかなと思っております。ここで「ガイドライン」といって部会で検討をお願いしたいといっておりますのは、基本的には事業者として行われる行為についての課題とご理解をいただければ結構かと思っております。

　もちろん、事例の中で行政機関の問題も出てくると思いますが、これは別途、対応要領を大阪府も法律の施行までにつくっていかないといけないと認識しておりますので、その中で事例を見ながら検討していくものと考えております。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。そのほかはいかがでしょうか。はい。どうぞ。

○委員　

資料４の一番下の部分、「障がいを理由として障がい者の家族等の関係者に対して、異なる取扱いをすること」についても、不当な差別的取扱いに該当しうる、とあります。ここで「家族等」と言ってもらったのは非常に前向きというか前進だと思います。私たちは、今回の事例募集のアンケートの部分ではそこまで説明していなかったものですから、この辺は追加で、家族に対する問題もあるのですよ、アンケートに含むのですよと、言っていきたいと思っております。

○関川部会長
　ありがとうございます。そのほかは。はい、どうぞ。

○委員
　すみません。２ページ（４）の２つ目の○ですが、障がい者等からの意思表明がない場合について、合理的な配慮を実施する義務は生じないとの前提ということですが、障がい者等の「等」は何を表しているのでしょうか。

○関川部会長
　事務局、いかがでしょうか。

○事務局

　ここについては、「障がい者」の定義は、障害者基本法に基づく定義等々によるものですが、「障がい者の家族等の関係者」というところもありますので、広く「等」は付けさせていただいているところでございます。　

○委員
　ありがとうございます。もちろん、障がい者の中には意思表明が出来ない方もおられると思いますので、そこは大事なところかと思います。

○委員

　知的障がい者の親の団体としても、そこのところはお願いしたいと思います。先ほど、言っておられるように、障がい者等というのは、障がいのある人、例えば、知的障がいの人などはなかなか自分では思うことも言えなくて、相談専門員の方たちが「それって差別やん」と言われると、それを受けていても言えないというのがあったりするので、やはり「等」は実際にその人にかかわっている相談支援の方たちの意思表明も入ってよいと思っています。

○関川部会長
　はい。いかがですか。家族等の「等」にはそれに関わる支援者も含めて、障がい者等と考えてよいかということですが。

○事務局

　そのような認識で、われわれも考えております。

○関川部会長
　代弁者も含むということですね。

○事務局

　そのとおりでございます。

○関川部会長
　はい、そのほかはいかがでしょうか。どうぞ。

○委員
　民間側の努力目標ですが、現在、施行されている法律、例えば、障害者総合支援法に基づいてのさまざまなサービス提供、例えば、自立支援給付事業なり地域生活支援事業等でのサービス提供事業所は、ものすごい数が存在しているわけです。

　その中で、視覚障がい者は、ホームヘルパーやガイドヘルパー制度を利用しているのですが、その中で、例えば、情報提供を点字でしてもらいたいと言っても、それは努力目標だということです。つまり、大部分の事業所にとっては、努力目標イコール何もしないことだとなっているのですね。努力目標である以上、努力をありとあらゆる形でやって、それでなおかつ出来なかったら、それは出来ないということになろうかと思うのですが、そもそも初めから努力をしない。

　例えば、点字で資料を作ることでも、私どもの団体に対して、どのようにしたら点字資料が作れますかという相談は、ここ１０年間に１件も無いわけですよ。そのようなことが努力目標で済まされている。そうしたら、１０年の間で、視覚障がい者もやってもらえないとあきらめているわけです。しかし、私がしているＮＰＯは、ちっぽけなＮＰＯ法人ですが、そこでは点字で資料を作って、それで採算が乗っているわけで、これはやる気の問題だと思うのです。

　この中で、やっていかない場合はいろいろな資料を提供するなり、そのときの監督等を行政はするとなっているのですが、本当にそれが生きたかたちで事業所を指導していけるのかどうか、極めて危惧しているわけです。そのような点で、このことについて、具体的にどこからどういう提案があったら、行政として必要な調査、指導、勧告をしてもらえるのかを、ここで決めてもらえるのかどうか。一つ、この点をお願いします。

○関川部会長
　違反というよりも、不当な差別的取扱いや合理的配慮の不提供があった場合に、大阪府としてどのような体制で、どのような対応をするのかということですが。これについては、議題４の相談、紛争の防止・解決の体制のあり方に絡むところですので、そこで少し事務局から説明をいただこうと思いますが、よろしいでしょうか。

○委員
　はい。結構です。

○関川部会長
　それと今、障がい者の方に対する福祉サービスも、当然、この部会での議論の対象になって、福祉サービス事業者による合理的な配慮の努力義務のあり方は、どのようになっているのかという質問の部分については、お答えいただけないでしょうか。

○事務局

　事務局です。先ほど、ご質問がありました福祉サービスを提供する事業所はたくさんございます。当然、その事業所についても民間事業者に当たるということでございますので、合理的配慮の不提供、どこまでが過度の負担ではない合理的な配慮なのか、そのような議論も、当然、この部会でなされるべき対象であると考えてございます。

○関川部会長
　そうしましたら、具体的な事例などをご説明いただいて、この場で、それは努めなければいけないよねという議論は、させていただいても結構なのですね。

○事務局

　今、事例募集を集めておりますので、当然、そのような内容の事例も挙がってくるだろうと。そういった点について、この場でご議論をいただければと考えております。

○関川部会長
　ありがとうございます。そのほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。はい。どうぞ。

○委員
　失礼します。先ほど、障がい者の定義のところで、意見が出ておりますので、このような事例はどうなのかということで、お聞きしたいことがあります。

　まず、障がい者の定義です。障害者基本法、あるいは障害者差別解消法の第２条第１号ですが、発達障がいまでは入っているのですが、「その他心身の機能の障がいによって、社会生活に相当な制限を受ける」状態といわれています。私どもは人権相談などをしておりまして、いろいろな相談が来るのですが、２つお尋ねします。

　１つは、性同一性障がいは、障がいという言葉を使われていますが、それがふさわしいかどうか分からないのですが、性同一性障がいで職場にいろいろな配慮を求めるなど、そのようなことは、この場合の障がい者の範囲に入るのかどうか。これが１つです。

　もう１つは、最近、見た目問題というかたちでいわれている当事者がおられます。顔にあざがあるとか、色素が少ないアルビノの症状などの事例があります。就職をしようと思ったときに、「あなたはそういう状況なので、ここは受けないほうがいいよ」とか「受けても駄目だよ」という指導があると聞きます。そういう相談があります。

　今までの法律で定められた障がい者という枠では入っていない分ですが、ここでいう「社会生活に相当な制限を受ける状態にある者」という定義の中に入るのかどうかということです。具体的に、今、差別と思われる事例の募集をしていますので、こんな事例はどうかなとか、こんな事例はぜひ出してほしいという話をしていきたいと思うのですが。対象になるかどうか、出しても議論してもらえるのかどうか、そこを検討していただけたらと思います。よろしくお願いいたします。

○関川部会長
　事務局より、お考えがもしありましたら。

○事務局

　事務局でございます。今、委員からご指摘があった点は、少し難しい部分もあるのではと思っています。まず、本部会の検討は、先ほどご説明したとおり、障害者差別解消法の制定に向けて「ガイドライン」を作っていくということでやっていきたいと思っております。やはり、基本的には法律で障がいといっている範囲と申しましょうか、今、障がい福祉施策の中で、取り扱ってきている障がいの範囲と申しましょうか、その範囲での検討をこの場ではお願いをできればというのが、事務局としての現時点での考えでございます。

　もちろん今、委員からご指摘があったとおり、例えば、性同一性障がい、あるいは顔の容ぼう上の問題は、もちろん、それによって日常生活や社会生活に制約がある方々はいらっしゃると認識をしておりますが、一般的な障がい福祉施策の中で扱う心身の機能の障がいに当てはまるかどうか議論の余地がある部分については、事務局としてはこの部会での検討は、対象からは外すというか、対象外とする方がよろしいのではないかと考えております。以上です。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。国の法律施行の動向も踏まえながら、議論してまいりたいと思います。基本法、差別解消法の第２条第１号の範囲内で、障がいとは何かということを、国の動向も踏まえながら考えていくというご説明だったと思っています。

　それでは、そのほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。

○委員
　よろしくお願いします。合理的配慮に関することですが、過度の負担ということです。確かに、経済的、財政的にも極度に負担がある場合は該当しないと分かるのですが、では、過度の負担は誰が判断するのかということです。それも考えなさいということかもしれませんが。これは事務局にお伺いしたいのですが、過度の負担の決め方というか、判断の仕方についておうかがいしたいのですが。

○関川部会長
　はい。よろしくお願いいたします。

○事務局

　事務局です。この合理的配慮の不提供、過度の負担でない限りというところがあるのですが、過度の負担がどこまでなのかの線引きが非常に難しいと考えております。今、大阪府で事例の募集をしておりまして、当然、ここの合理的な配慮の不提供の事例はいろいろな見方で、今後、部会の場でご意見、ご審議いただいたらと思っております。

　ただ、過度の負担を誰が判断するのかというところですが、ここについては、次の相談、紛争解決の体制整備のあり方をどうするのかというところがございますので、そのようなところについて、どのような体制を設けるべきかという点も含めて、この部会でご議論をいただけたらと考えておるところでございます。

○関川部会長
　そこでまた議論をさせていただこうかと思います。そのほかはいかがでしょうか。雇用の部分は障害者雇用促進法で取扱うことになっていますが、ここで議論をさせていただいてよろしいのですか。

○事務局

　事務局です。確かに雇用の分野につきましては、法律の解説の資料３の１ページ、点字版資料３の４ページ下の留意事項の欄にありますように、障害者雇用促進法によって具体的な措置を規定するとなっており、当然、雇用促進法の規定が優先するとなってまいります。国の方で雇用の分野の事業者向けの指針をつくると聞いており、国の指針を見ながら考えていかなければならないと思っています。国の指針等を踏まえて、我々が検討しようとしているガイドラインの雇用分野の取扱いについて、今後、整理をしていく必要があると考えておりますので、現時点においては、雇用分野であるからといって直ちに、この差別解消部会での検討から除外するとは考えていないのですが、一定、その点については今後、整理していく必要があると考えております。

○関川部会長
　ありがとうございます。そのほか、ご意見はございますか。それでは、いろいろご意見をちょうだいしまして、ありがとうございます。ガイドラインの検討の進め方については、あくまでも障害者差別解消法の枠組みを前提にし、国の差別禁止部会での議論を踏まえて、何が不当な差別的取扱いになるのか、あるいは必要かつ合理的な配慮の不提供とはどのようなものなのかを、こちらで議論していきたいと考えております。この資料４の「「ガイドライン」の検討の進め方」に沿いながら、部会を進めてまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、本日最後の議題になります。
既に、複数の委員から、ガイドライン違反になった場合、どのような対応になるのかというご意見もございました。それでは、相談、紛争防止・解決の体制のあり方につきまして、事務局よりご説明をいただこうと思います。説明はもういただいているのですね。

　それでは、先ほどあった委員からのご質問について、事務局よりご説明いただけないでしょうか。

○事務局

　それでは先ほど、相談等の体制整備の関係で、委員から、事業者の合理的配慮の不提供について勧告等も含めてきちんと指導をやっていくのかという点と、過度の負担かどうか誰が判断するのかというところ、ご説明させていただきます。

　ここにつきましては、ガイドラインの検討をこの部会で議論していただくということですが、ガイドラインの位置付けはどのようなものかということと裏返しになって、紛争の解決の体制のあり方をどう考えるかということになるのではないかと思っております。
ガイドラインの位置付けですが、差別解消部会で議論するガイドラインについては、まず何が差別かを分かりやすく示すための物差しと思っています。まずは、そのようなところで、ガイドラインの策定を考えていくのが大前提と思っております。

　ただ、ご指摘のように、事業者に指導する際にガイドラインを使うのかどうか、こういった点については、事業者に対して指導する権限を付与するのかどうかの議論と併せてなされるべきものなのかと思っていまして、その点も、事業者に対して指導する権限を付与するべきとのことでガイドラインを考えるのであれば、体制のあり方についても、そのような方向での議論になっていくと思いますので、今後、部会でご検討いただければと思います。
併せて、同じような話ですが、合理的配慮につきまして過度な負担かどうかを誰が判断するのかも併せて、体制のあり方をご議論いただく中で、判断しなければいけないところがあれば、判断するところもありますので、そういった点も踏まえまして体制のあり方をご検討いただきたいと思っております。
○関川部会長
　ありがとうございます。相談の体制をどのように整えるのかということが当然あると思うのですが、ガイドラインで明確に不当な差別的取扱いだと示した事例にぴったり当てはまった場合、相談に行った場合、大阪府が最終的に指導してくれるのかどうかはまだ決まっていないので、この部会で決めていただけたら、そのように対応するかもしれないということなのでしょうか。

○事務局

　少し補足で説明させていただきます。まず、部会長から「大阪府が」というご指摘がありましたが、法律上の指導・勧告は、現時点での法の規定としては、国の権限という形での整理になっています。ですので、イメージとしては国が示す対応指針に照らして、非常に問題がある事例については、事業を所管する大臣等が指導、あるいは報告を徴収するのが現時点での法律の規定と思っています。

　では、府が作ろうとしているガイドラインは何なのかということで、先ほど来、説明をしていますが、大阪府民の方に分かりやすく差別とは何かという物差しを示す、あるいはどのような配慮や工夫が望ましいのかを示すのが、ここで検討をお願いしたいガイドラインということです。先ほど、説明がありましたが、実際にどのような、例えば、個別に差別という事案があったときにどのような指導をするのか、あるいはどのような解決の措置をするのかは、まさにこの議題４でお示しをしています相談及び紛争解決の体制のあり方として、この場でご議論をいただければと考えております。以上です。

○関川部会長
　はい。いかがでしょうか。そのほか、ご議論、ご意見はございませんでしょうか。はい、どうぞ。

○委員
　すみません。先ほどの紛争の防止解決の体制の論議です。法律上は国の報告を聴取するとか、そういう権限だけが定められていると思うのですが、先ほど、議論がありましたが、大阪府が指導できるかどうかは、やはり、千葉県で障害者差別禁止条例を作っているように、権限を持とうと思うと、法律を超える部分は条例を制定するなど権限を持つための整備が必要になると思うのです。

　その必要性などを、相談、紛争の防止の体制のあり方のところで論議していけるのかどうか。法律の範囲で論議をするのだということでしたら大阪府としての権限は付かないのではないかと思いますが、私は法律を超えるところは、大阪府としてやっていく必要があると思いますので、そのようなことも含めて、ここで論議できたらなと思います。

　１つの事例ですが、１０月２４日に新聞でも明らかになったのですが、ある理容店が車いすを利用している方を、一律に入店拒否していたことがありまして、それが障害者差別解消法ができて、障がい者団体からも意見を求められて、一律に拒否するのはなくしたという新聞報道がありました。その前に、私どもの相談もありまして、その事業者に事情を聞いたときには、障害者差別解消法ができていなかったので、営業のために車いすの人はお断りするのだと、明確に言われていたのです。

　それが今回の法律ができて、考え方というか、対応が変わってきた。そのときに私どもは、「いやいや、大阪府ではこのようなことは差別ですよ」というガイドラインや、指針があるので「この指針に照らし合わせておかしいのですよ」と言えたら、もう少し考えられたと思うのですね。そのような意味では、今回のガイドラインも「このガイドラインにあるように、これを守ろうと大阪府としては進めているので、これで取組みをしていただけませんか」というかたちで、ガイドラインを事業者の指導に使うことはあり得ることだと思います。

　それでどうしても聞いていただけない場合は、そのような紛争のところは、第三者的な機関で論議していただいて、どのラインで合意するのかを論議していただく体制のあり方を、ぜひ、この場でも論議したいと思います。その意味で、条例の制定が出来るかどうか分かりませんが、そのことも排除せず議論していただけたらと思います。よろしくお願いいたします。

○関川部会長
　この部会は条例の制定を決める部会ではありませんが、最終的な体制のあり方として、実効ある紛争解決の体制づくりに、大阪府としても指導、助言の権限が必要だという意見を取りまとめることは、おそらく排除されていないですね。事務局、いかがですか。

○事務局

　基本的には、今の部会長の認識でよろしいかと思っております。先ほどもありましたように、条例を作ることを目指して、今、この検討をしているというよりも、むしろガイドラインがどのような内容であるべきか、あるいは、相談等の体制がどのようなものであるべきかという内容を考えていただきたいということで、この部会を設けております。

　もちろん、そのようなものが必要か、必要でないかということ、条例に基づく体制が必要か必要でないかということ、それと併せて、ではガイドラインはどのようなものであるべきか、どのような位置付けであるべきかということは、この場で議論すること自体を全く排除するものではないと思っています。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。

○委員
　資料４、「ガイドラインの検討の進め方等について」の２ページ、（３）のところです。「相手方の主張が客観的な事実によって」ということですが、何が客観的で、誰が判断するのかと考えると、やはり、第三者機関といいますか、中立的な立場の人ということも考えられるかもしれませんし、先ほどの説明にありました障害者差別解消支援地域協議会、これは必置ではないけれども、作ることができると書いてありますが、そのようなものも考えられるのかと思うのですが。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。少しお待ちください。この障害者差別解消支援地域協議会は、ガイドラインに該当するような不当な差別的取扱いかどうかを判断する第三者機関になり得るかどうかについては、事務局からご説明いただけませんか。

○事務局　
事務局です。この障害者差別解消法で障害者差別解消支援地域協議会を設けることが出来るとなっているのです。ここでいう地域協議会ですが、法律では、この地域協議会が何かを判断して解決することを考えているわけではないようです。何をするのかということですが、要は、たらいまわしをしない。相談を受ければ、事案に対して、誰がどのように対応すればいいのかを、皆で知恵を出し合いながら、結果的には一番適切に支援がなされるように、みんな適切に対応がなされるところにつないでいく、そのためのネットワークを作ることを念頭に置いているとされております。そういった意味では、部会長がおっしゃるように、ここで何かを判断する、何かを解決するものではないと、われわれとしては法律を読んでいる限り、そのように理解しているところです。

○関川部会長
　そうしますと、先ほど委員からご指摘をいただいたように、負担が過重である場合を誰が判断するのか、判断する機関が必要でないか、あるいはそれが相談、紛争防止のための体制整備の１つの役割になるのではないかというのが重大なテーマになりそうですね。

○事務局

　事務局です。部会長がおっしゃるように、解決するための体制であったり、誰が判断するのか、そのようなところも含めて、体制をどう作っていくのかを広くこの部会でご議論いただいて、さまざまな意見を交えながら、一定、方向性を出していきたいと考えてございます。

○関川部会長
　はい。そのほかご意見はございませんか。どうぞ。

○委員
　私も実は、第１７条の地域協議会のところで読めるのではなかろうかと言おうかと思っていたのです。今、議論がありましたが、必ずしもここで言われるように、難しいということではなくて、これを読んでみると何となく、いろいろな相談に対しても円滑に対応するため関係機関で地域協議会を組織することが出来ると書いています。この辺の読み方は分かりませんが、このように書いているのだから、もう少し活用する方向も出てきてもよいと思いました。

○関川部会長
　はい。ありがとうございます。そのほかのご意見はございませんか。国の法律の中では既存の相談機関を活用しながらと書かれています。実際に、既に相談を受けていらっしゃる委員もおられると聞いております。具体的にはどのような相談が寄せられているのか、お話しいただけないでしょうか。
○委員
　私のほうは、「障がい者１１０番」という相談窓口を、私一人が対応している状況です。個人的にはこの４月から対応させてもらっているのですが、平均して月３０件くらいの相談が寄せられている現状です。電話、ファックス、来所で対応しておりますが、９５％が電話相談で、たまにファックス、たまに通りがかった方が寄られてご相談されるというのが実情です。

　あらゆる障がいの方を対象ということなのですが、ご本人からの相談がほとんどです。ただし、知的障がいの方の場合は、やはり、半数がご家族、ご親せきからの相談があります。相談の中身は、日常生活や精神的に不安になったこととか、相談により非常に気持ちを落ち着けるとか、整理をするとかのものもありますし、どこに相談をしたらよいのか分からないので、まず相談をしたというところで、その内容によりまして、いろいろな関係機関をご紹介して、適切な、より専門的なところにつなぐこともあります。

　今日のお話の中で関係するような相談といいますと、例えば、車いすを持っていらっしゃる方が、スロープなどを利用しようとすると、スロープは設置されているのですが、自転車が置いてあって、チェーンもかかっていて通れない。そのように社会的設備はあるのだけれども、結局、人為的な理由で通れない、非常に困ったという訴えを時々聞くことがあります。

　それに伴って、そのような場合は、誰に、何を、どう言ったら、どこでどんな解決ができるんだという、そういうお問い合わせも含めてのところが、この部会で関係するところかなと思いながらお話を聞かせてもらっていたところがあります。

　それと、多いのは福祉サービス等々の内容で、要は、関係機関、役所や医療機関で、内容が不適切というよりは納得がいかない、分からない、説明が不十分であったり丁寧ではないという、ご自身の希望が叶わなかったということではなく、理由の説明に納得がいかない、より丁寧な説明をしてほしいなどを含めてのご希望があります。このように、いろいろな相談を受けているのが現状でございます。

○関川部会長
　ありがとうございます。先ほど、少し事例を紹介いただいていますが、障がい者の方々の相談事例で、今回、私たちが議論する差別的取扱いに該当するようなもので、代表的なものをいくつかご紹介いただけますでしょうか。

○委員
　はい。失礼します。私どもは人権相談という形にしておりますので、これは人権問題ではないのかというかたちで相談をされるケースがあります。先ほど、事例を１つ出しましたが、あるチェーン店の理容室が、それまでは利用してもらっていたけれども、車いすの方は今月からは利用していただけませんというかたちで、チェーン店の中で決定されたというのが昨年度にありました。そのような事例がありました。これは差別ではないのかという訴えがありました。チェーン店ですので、ほかの各店でもそのような問題が出てきていまして、法務局へ訴えがあったこともあったようです。先ほども申し上げましたように、営業の自由の問題もありますので、自分のところはお客さまにたくさん来てもらうために車いすの方はお断りするのだという理由で、反対されていました。

　このような事例は、法律があったり、これは差別ですよというガイドラインがないと、なかなか話を受付けてもらえないところがあります。ですから、このような状況をつくれば、また、お店にもこのような工夫をしてもらったら利用できるという話し合いのテーブルをつくるという意味でも、このようなガイドラインとか、ある程度、指導ができる機関が必要かと思います。

　それから、生命保険。障がい者手帳、療育手帳がある場合は、この生命保険には入れませんと言われる。なぜそうなのか聞いても「規定ですから」ということです。民間の保険会社ですので、保険の条件などは民間業者が作られているのですが、ただ、どこにもそのような説明がない。聞いていくと社内の決まりだというかたちで、結局、きちんと説明をしてもらえないことがあります。そのような相談があったりします。

　もう１つ、最近は発達障がいについての相談が非常に多いです。特に保護者からの相談ですが、学校に言っても対応してもらえない、教育委員会に言っても対応してもらえない。では、どこに言ったらよいのかということで、いろいろ探されて、人権相談の方に来られる事例が目立っています。

　ですから、既存の相談窓口を使う場合、学校にも教育委員会にも言っているけれども、自分の気持ちを理解してもらえない、なかなか合意を得られないとか、話し合いが進まないところがありますので、そのような意味では、第三者的な相談機関が必要ではないかなと、相談を受けながら思っています。以上です。

○関川部会長
　既存の専門機関の活用だけで十分なのかというところが気になるのですが、いろいろな相談機関がありますので、そちらにご相談くださいということで、よろしいでしょうか。

○委員
　そうですね。発達障がいについては、大阪府の取組みとしても、相談機関や相談を受けてもらえるところを、いくつか設置していくかたちになっていますけど、なかなか。発達障がいの内容もいろいろありますので、その対応はやはり、今までの機関では十分に出来ていないと思います。

　私どもも、そうなると学校や教育委員会に相談に一緒に行くこともなかなか出来ずに、いろいろな悩みを聞いているのが今の状況です。そのような意味では、学校のことなら教育委員会に相談したらよい、ということだけではなく、そこで行き詰まったら、ほかの機関がある、あるいは第三者の機関があるというところを体制整備のところで検討する必要が出てくるのではないかと思っています。

○関川部会長
　ありがとうございます。大阪後見支援センターでもこういった相談事例は寄せられておりますでしょうか。

○委員　
今日、『あいあいねっと』というパンフレットをお配りしていると思うのですが、私どものところでは、相談事業ももちろんやっておりますが、市民後見人の養成と支援の事業も大阪府と一緒にやっております。もう１つ、日常生活自立支援事業もやっておりまして、大きくはこの３つの事業を平成９年から大阪府社会福祉審議会の答申を受けて作られた機関でやっております。

　市民後見人については、２、３年前から取り組んでいるのですが、そのほかの相談事業等につきましては開設当初から。特に、判断能力が不十分になっておられる方、認知症や知的障がい、精神障がいによりまして判断能力が不十分になっている方の権利と財産を守ることをやっております。

　相談事業では年間６００件くらいの件数となっております。近年は地域にいろいろな相談機関ができておりますので、そのような機関で非常に取扱いが難しいなど、解決が難しい、困難な事例であるということで、そのような機関や市町村の方、施設、児童相談所、地域包括、障がい者相談支援センターからの相談をお受けしております。電話相談だけでは不十分で難しい場合は、専門相談といって弁護士会と社会福祉協議会にご協力いただきまして、面談式の相談を受けていただくことになっています。

　そういった中で寄せられる相談は、主に消費者被害の問題もありますし、虐待や権利侵害を受けておられる相談もかなりあります。成年後見人制度をどのように使ったらよいか、このような場合は成年後見制度が使えるのか、どのようにすればよいのかというご相談も増えております。

　中には、ご両親が相次いで亡くなって、知的障がいがありそうだけども、どうも土地家屋、貯金など、親が残したものを相続して独りで暮らしておられる。そういった方が、小さな会社ですが働かないかと言われて、行ったはよいけど、本人に知的障がいがあると見越されて、そこの社長に「あなたは金銭管理ができないでしょう。通帳も印鑑も家の権利書も持っておいで。管理してあげるから」ということで異常な事態になっていたことが分かりまして、そのような相談が持ち込まれまして、弁護士さんなどに協力をいただいて、対応していくことがあります。
　日常生活自立支援事業でも、福祉サービス利用援助から始まっているのですが、日常の金銭管理を通じて、医療費やサービスの利用料、公共料金の支払いを支援しておりますが、１週間に１回５０００円を届けてほしいとか、７０００円くらい届けてほしいなど、ご本人の希望を聞いて、判断能力は不十分だけれども、この事業では契約によって支援をすることになっています。身近な市町村社会福祉協議会にも、私どもから委託して実施しております。

　その中でもやはり見守り機能といいますか、訪問してのいろいろ支援を通じまして、その方の状態を把握して、まさにまた必要なサービスがあれば、そちらにつないでいくということです。例えば、私どもの事業を利用されているあるお母さんですが、入院中に、外国に住んでいらっしゃる息子さんが自宅を売りに出されてしまっていたことが判明しました。お母さんは売る気はさらさらなくて、泣いてどうしたものかとの話になったのですが、そのようなことも発見されて、委任状も偽造されていたことも分かりまして、弁護士さんに協力をいただいて対応しているという、そういう発見もされたので、非常に関連が深いものがたくさんございます。

○関川部会長
　はい、ありがとうございます。そのほかは。はい。どうぞ。

○委員
　すみません。部会長に一言、言いたいことがございます。この会議は差別の事例などを集めて討議する場所ですよね。でも私自身、聴覚障がい者です。手話通訳が２人付いています。部会長が言われたことを通訳者がそれを聞いて、手話で表してくれています。やはり１クッション遅れます。ですから、皆さまの声を聞いて通訳をすると、同じときに皆さんは発言してしまう。

　皆さんはすぐに聞けますけれど、私の場合は少し遅れて理解することになります。いろいろなことを話されて、皆さんはすぐに分かりましたと、５秒、１０秒後ぐらいで、すぐに分かりますけど、私は遅れて理解することになるのです。そうすると、やはり私は会議の進行に追いつけないということです。

　例えば、部会長が何か言われました。通訳がそれを手話で表してくれます。私は「ああ、なるほど分かった」。では、その次に進む。そのようなところをきちんと段取りを考えてほしいと思います。

　皆さんがすぐに理解して、すぐに次の意見、すぐ次の意見と言われると、私はとてもその内容についていけないので、その辺りの配慮をぜひお願いしたいと思います。

○関川部会長
　申しわけありません。今後は配慮いたしますので。

○委員
　すみません。もう１つあるのです。いろいろな事業がありまして、これからいろいろなことを話していかれると思うのですけど、障害者差別解消法ができて、平成２８年４月から実際に始まります。けれども、その間、今のガイドラインなど話を積み上げていって、法律がスタートするときにどのようなかたちに持っていったらよいのか、持っていくのか。また、国の動きとどのように合わせていくのかをお聞きしたいと思います。

○関川部会長
　はい、２つ目の点について、事務局よりご説明いただけますでしょうか。

○事務局

　事務局です。障害者差別解消法が平成２８年４月に施行されるということで、あと２年とちょっとです。我々、この差別解消部会で何が差別なのかを、分かりやすく示すガイドライン作りと併せて、相談、紛争解決の仕組み、体制整備のあり方をどう進めていくのかをここでご議論いただきます。

　ただ先ほど委員がおっしゃったように、国の動きがありまして、国の動きが平成25年中に政府全体の基本方針、平成26年度に中に、所管する大臣が事業者向けのガイドラインをつくる。ですから、国の出してくる基本方針や対応指針がいつ出てくるかというところはございます。国でも、障がい福祉団体の意見を聞いたりして議論するので、いきなり出てくることはないだろうと勝手に想像して話しているのですが。

　そのような動きも逐次、把握しながら議論をかみ合わせて、整合性を取っていきたいと思っています。ですから、平成26年度以降の話になると思うのですが、逐次、われわれはこの部会でスケジュール感をお示ししながら進めていきたいと思っております。

○関川部会長
　はい、ありがとうございます。この部会は平成２６年３月までに３回予定されていますけれども、３回でガイドラインをまとめるというわけではないのですね。

○事務局

　事務局です。平成２５年度に３回させていただくのですが、この３回で何が差別かというガイドラインをまとめるわけではありません。当然、来年度にかけて、分野ごとに何が差別なのかをきちんと議論しながら、一つひとつ議論を積み重ねていって、できれば、平成２６年度中に報告をまとめていくようなスケジュール感で考えております。

○関川部会長
　そろそろ時間にもなりますので、最後の質問にさせていたこうと思います。よろしくお願いします。

○委員

　はい。相談、紛争の防止、解決の体制のあり方ですが、私もいろいろな相談を受けて、それによって、簡易裁判所の民事調停とか、弁護士会の人権救済の制度を使ったことがあります。でも、既存の相談も含めて、敷居が高かったり、使い勝手が悪かったりということがあって、なかなか難しいところがあります。ですので、差別の解消については最初から罰則があったり、勧告があったりではなく、話し合いが非常に必要だと思います。なので、そのようなものを提言していくのもありかと思いました。既存のものだけではなくて、法第１４条で体制の整備について書かれているわけですから、そのようなかたちでの提案も、ここの部会で話し合ってはいかがかと思います。

○関川部会長
　相談を受けた方が、一緒に当事者たち、訴えられた方々と話し合って何が出来るのかをおまとめいただく。

○委員
　そうですね。紛争解決機関みたいな形ですよね。それは大阪府の中でも、やろうと思えばできると思っています。

○関川部会長
　ありがとうございます。それでは、まだまだご意見はあるかと思いますが、予定の８時を過ぎております。本日の議題はここまでとさせていただこうと思います。いろいろご意見をいただきましたけれども、大きな課題も見えてきたように思います。今後とも皆さま方のご意見を賜りながら、何が差別に当たるのか、何をもって合理的配慮というのかについて、府民の方々が了解いただけるような内容を考えていきたいと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。

　以上をもちまして、本日の議事を終了したいと思います。委員の皆さま方におかれましては、会の進行にご協力いただきまして、誠にありがとうございました。事務局にお返しいたします。

○事務局

　関川部会長、委員の皆さま、ありがとうございました。なお、次回、第２回の差別解消部会については、来年１月中下旬に開催したいと考えております。そして、今年度最後の会議となります第３回の部会につきましては、３月に開催を予定しております。

　皆さまのお手元に、日程調整の表を置かせていただいております。本日、ご予定をご記入して机の上に置いていただきますか、来週１１月２１日までに、事務局までファックスで送信していただければと思います。また、ファイルに綴じて置いております参考資料集については、事務局で管理いたしまして、毎回会議時に机の上に置くようにさせていただきたいと思っております。

　以上をもちまして、第１回差別解消部会を閉会いたします。皆さま、ありがとうございました。

（終了）


